
事業課

交付金
充当額

その他
特定財源

一般財源

1
電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支
援給付金給付事業【物価高騰対策給付
金】

保健福祉課
①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費

R6.1 R6.3 143,388,399 143,382,000 - 6,399

・給付実績　対象世帯2,009世帯×7
万円＝140,630,000円
対象世帯は住民税均等割非課税世
帯
他事務費（消耗品、郵送料、振込手
数料、システム改修費）

・電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増
の中、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住
民税非課税世帯等）に対する給付金の速やかな
支給により、生活支援を図ることができた。

2
物価高騰対応低所得世帯重点支援給付
金給付事業（住民税均等割のみ課税世
帯分）【物価高騰対策給付金】

保健福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費

R6.2 R6.6 55,813,508 55,813,508

給付実績　対象世帯552世帯×10万
円＝55,200,000円
対象世帯は住民税均等割のみ課税
世帯
他事務費（消耗品、郵送料、振込手
数料、システム改修費）

物価高が続く中、低所得世帯（住民税均等割のみ
課税世帯）に対する給付金の速やかな支給によ
り、生活支援を図ることができた。

3
物価高騰対応低所得世帯重点支援給付
金給付事業（こども加算分）【物価高
騰対策給付金】

保健福祉課

①物価高が続く中で低所得子育て世帯への支援を行うことで、低所得
子育て世帯の方々の生活を維持する。
②低所得子育て世帯への給付金

R6.2 R6.6 11,761,868 11,761,868

給付実績　対象人数227人×5万円
＝11,350,000円
対象世帯は住民税均等割のみ課税
の子育て世帯
他事務費（消耗品、郵送料、振込手
数料、システム改修費）

物価高が続く中、低所得子育て世帯（住民税均等
割のみ課税世帯）に対する給付金の速やかな支
給により、生活支援を図ることができた。

10
物価高騰対応飯山市市民生活応援券発
行事業

総務課

①物価高騰に直面する全市民を対象に「市民生活応援券（市民1人当
たり3千円分の商品券）」を発行することで、消費下支えを通じた生活支
援を図るとともに、事業活動に大きな影響を受けている市内事業者の
支援を図る
②「市民生活応援券」発行経費

R5.12 R6.7 74,422,790 50,000,000 24,422,790

・応援券発行総額　64,974,000円
　　57,591,000円（市民19,197人）
　　 7,383,000円（0～18歳の市民
2,461人）
・参加店舗　市内410店舗
・郵送料、換金業務委託費等事務費
12,154,790円

物価高騰等の影響を受けている市民の経済的負
担軽減及び消費喚起による事業者支援を図るこ
とができた。
利用額：62,268,000円
利用率（換金率）：96.40％
商品券利用に係る消費喚起、経済的負担効果：
62,268,000円

11
エネルギー価格等物価高騰対応農業者
支援事業

農林課
①燃料、肥料等の価格高騰による農業経営者の負担軽減を図り、農業
経営の持続化を図る
②農業事業者に対する交付金

R6.1 R6.3 24,740,000 17,351,000 - 7,389,000

　燃料・肥料等高騰対策緊急農家支
援事業交付金　288件　24,740,000円
（経営規模に応じた支援金、個人に
対し1万円～30万円交付、法人に対
し30万円交付）

・物価高騰等の影響を受けている農業事業者の
事業継続に向けた財政支援ができた。
・申請から概ね1カ月以内の金銭給付により、速や
かな支援を図ることが出来た。

R5年度予算により実施した物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業の実施状況及び効果検証

事業
始期

事業
終期

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容

Ｎｏ
実施計画上の

交付対象事業の名称 総事業費
（決算額）

事業の実施状況・実績
事業の効果検証

（事業を実施したことによる成
果・効果）


